
I． は じ め に

コミュニティの再生に大きな影響を与える可能性が

あるのが土地利用調整である。そのような観点に立て

ば，農村コミュニティの再生の基盤となる農村集落の

再建と，土地利用調整が一体的かつ親和的に行われる

必要がある。

個別の議論に入る前に，被災地における農業・農村

の復興について全体像を共有する。農林水産省による

と，津波被害を受けた農地は約２１，０００ha であり，

その太宗は，岩手，宮城，福島の３県に集中してい

る（表‐１）。そのうち約１４，０００ha が宮城県にあり，

その多くは，海岸線の平野部における農地が場合に

よっては数 kmの内陸部まで津波被害を受けたもの

である。これに対して，岩手県の農地の多くはリアス

式海岸沿いの漁村集落周辺にある比較的小規模な農地

である。また，福島県の農地の多くも津波被害を受け

たが，原子力発電所事故のために耕作を行えない地域

も多い（約２，１００ha が原子力発電所事故に係る警戒

区域および避難指示区域にある）。

津波被害からの農業・農村の復興に主眼を置く本報

では，このような状況を踏まえて主として宮城県の平

野部をイメージして，農村コミュニティ（集落）の再

建と農地の土地利用調整の整合的実施について提案を

行う。岩手県の農地の多くについては漁村集落の復興

と一体的に捉えられる必要があり，また，福島県の原

発事故に係る警戒区域などの津波被害農地について

も，ここで提案する方法とは別途の対応を講じざるを

得ない。

宮城県全体の被災面積約１４，０００ha のうち，現時

点では約６，０００ha の農地について圃場整備事業の実

施が検討されており，本年度からその計画策定が本格

的に開始されている。農業生産性の観点のみに立て

ば，地形条件に応じて可能な限り区画を拡大するとと

もに，経営農地の連担化を推進することが望ましい。

そのための圃場整備における土地利用調整をどのよう

に実施するかが，農村，特に水田地帯の農村復興にお

いて決定的に重要な役割を持つ。

その際，強く要請されるのは，事業実施のスピード

である。遅延するほど，個別経営，ひいては地域の復

興が困難になることは自明であろう。通常の圃場整備

であれば，工事実施後の営農計画および担い手への土

地利用集積計画をもとに，圃場の形状や位置，さらに

はそれに基づく換地計画を決定する。その際，土地改

良法では周知のとおり，３分の２以上の同意があれば

事業を実施できるが，農地を面的に動かす，すなわち

農地の所有権に影響を与える圃場整備事業において

は，多くの自治体においては，１００％の同意取得をオ

ペレーション上の原則としている。通常は複数年を必

要とすることが一般的なこのようなプロセスをきわめ

て短期間で終了させることが今回は暗黙のうちに求め

られている。

もうひとつの困難な課題が，農村集落の移転あるい

は現位置での再建である。それぞれの地域で，防潮堤

防の高さと，二線堤の位置などが順次決定されてい

る。それに応じて，移転しなければならない集落と現

位置での嵩上げを前提とした移転を必要としない集落

などの区分けが進んでいる。しかしながら，多くの地

域において，具体的な移転先や再建方法の決定はまだ

なされていない。

加えて，集落の再建に当たって困難なことは，集落

の長期的な持続性を確保するための将来イメージが必

ずしも明確に想定されにくいという点にある。換言す

れば，農村集落あるいはコミュニティの復興はどのよ
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表‐１ 県別の津波被災農地面積

津波被災農地面積（ha）

岩手 ７３０

宮城 １４，３４０

福島 ５，４６０

青森・茨城・千葉 ９５０

出典：農林水産省「津波被災農地の復旧状況
と今後の見通しについて」（平成２４年
４月２０日）より抜粋
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うに定義づけられるべきかについて，集落住民の間で

さえも必ずしも意見を共有することが容易ではないと

いうことである。散居型でない地域においては，移転

するにしろ，現位置にとどまるにしろ，被災者は新た

な住居を確保する決定を行う際に，集落にどの程度の

人口が残存するか（あるいは，より直接的には，もと

もとのコミュニティがどの程度残存するか）が，その

決定に影響を与えることが予想される。では，どの程

度の規模のコミュニティが，どの程度の期間，保全さ

れると思ったときに，（集落の位置はともかく）もと

もと居住していた集落での居住を判断するのか？ そ

れは，居住者ごとに大きく異なる可能性がある。経営

農地の連坦化によって，復興後の水田農業がイメージ

されやすいことと対照的である。

さらに，全体的な課題として，このようにイメージ

される農業と農村の復興の間に，場合によっては深刻

なトレードオフが発生する可能性があることがあげら

れる。仮に農業の復興の過程で，営農継続を希望しな

がら離農せざるを得ない小規模農家が多発したとす

る。先の水田農業の復興のイメージのみからは，その

こと自体は否定的にとらえられるべきではないとの見

方もあろう。一方で，集落コミュニティの再建の観点

からは，そのように意に反して離農せざるを得ない農

家は，集落再建の協働に距離を置き，場合によっては

集落を離れることとなる。そのことは集落の復興に

とっては大きなマイナス要因となるとともに，復興そ

のものの正当性に対する疑義を発生させる。

トレードオフが予想される場合，トレードオフの関

係性を弱める，あるいはトレードオフをWin―Win の

関係性に転換することが必要となる。トレードオフに

目をつぶり，農業と農村の復興を独立して実施するこ

とは回避しなければならない。

本報では，潜在的に予想されるトレードオフに着目

して，それへの対応方法について具体的に提案するこ

ととしたい。

II． 営農に関する不確実性のもとでの土地利
用調整

今回の復興に当たっては，通常の圃場整備では発生

しない不確実性のもとで農地の利用調整を行わなけれ

ばならない。塩害からの復旧のスピードや程度，将来

の津波リスク，防災施設などに係る公共用地の買収，

などについての不確実性が予想され，それらは農村コ

ミュニティ内部に格差をもたらす懸念がある１）。また，

個別の農業経営についても生産が完全にあるいはまっ

たく回復しない状況での意思決定を迫られる。また，

後述するとおり，集落の移転あるいは再建位置が定ま

らない状態で土地利用調整の話合いを開始しなければ

ならないケースもある。

これらの不確実性，あるいはそれに伴う格差のもと

で，短期間の間に仮に１００％同意を得ることには大

きな困難が伴うことが予想される。また，そのような

格差がコミュニティ再建の障壁となることも予想され

る。したがって，政策的に軽減できる不確実性につい

ては，そのような政策的対応を行う必要がある。たと

えば，塩害からの復旧の時期や程度の差に係る不確実

性については，条件不利地域支払いのような形態の生

産性格差補てん策の導入が考えられる１），注１）。また，公

共用地の買収については，個別農地の買収ではなく，

共同減歩により創設された非農用地のみを買収の対象

とすることとすれば，公共用地の位置に関する不確実

性をヘッジすることが可能となる１）。将来経営につい

ても，低価なリース価格での機械補助が導入される予

定であり，これも不確実性を減少させることに一定の

役割を果たすことが期待できる。

III． 土地利用調整のもとでの離農プレッシャー

前述のとおり，通常のプロセスでは，事業実施時点

で担い手を特定し，その耕作農地が連担化されるよう

に，担い手への出し手農地も含めて所有権に関する換

地を行う。「平時」であれば，このプロセスは地域の

農業について地権者と耕作者が集中的に話し合うこと

により，担い手への農地集積が大きく進む契機ともな

る。

しかしながら，今回の復興においてこのようなプロ

セスは，コミュニティの再建に負の影響をもたらすリ

スクを秘めている。このようなプロセスにおいて，被

災前は当面の営農の継続を確信していた農家が何らか

の離農プレッシャーを感じた場合，それらの農家がコ

ミュニティ再建意欲を急激に喪失する可能性がある。

あるいは，離農プレッシャーを感じた農家が，土地利

用調整やあるいは事業そのものに積極的に協力する意

欲を喪失するリスクさえも内包することとなる。

このような観点からは，今回の復興プロセスにおい

ては可能な限り離農プレッシャーを回避することを検

討すべきと考える。担い手への集積計画の策定自体が

離農プレッシャーとなりうることを考えると，もっと

も極端な方法としては，集積計画自体を省略あるいは

簡素化するのである。集積計画は，担い手の経営農地

が連担化されるように換地計画を策定することを主た

る目的とすることから，集積計画を回避することは，

すなわち集積は所有地の移動ではなく，利用権ですべ

注１） これについては，中山間地域等直接支払いの適用が可能となった
ことは高く評価されるべきと考える。
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て調整することを意味する。

もちろん，利用権の設定自体を事業実施前に確定で

きればそれが望ましい。しかしながら，そのことは結

局のところ，事業実施前に誰が，誰の農地を利用する

かを確定することとなり，離農プレッシャーに対して

完全に中立的にはならない。

集積計画を前提とせずに，どのように，生産性の向

上を可能とする圃場の区画や工区の形状を決定する

か。利用集積を進める上で，（上述の，離農プレッ

シャーによらない）自発的な離農者を含む農地の出し

手が，特定の借り手を拒否するなどにより集積が進ま

ないケースもあるが，これらについては農地利用集積

円滑化団体など注２）の活用である程度は解決できる。

それに対して，小規模でも営農継続意欲のある農家の

取扱いが一般的には最も困難となる。離農プレッ

シャーを回避することにより，その問題は残存するこ

ととなる。小規模農家の耕作位置を所有農地以外の位

置に移動させることができるか否かが，地域全体の農

業生産性の向上，ひいては地域の営農持続性の確保の

観点からは重要となる。

ひとつの選択肢は，小規模農家の耕作位置は変更せ

ずに，そのほかの農地について，利用権の設定で徹底

的に経営体別に連担化を図る方法がある。この方法で

も，とくにすでに少数の経営体に集積が進んでいる地

域については，事業実施後の連担化を一気に進めるこ

とが可能となり注３），また，そのプロセスも簡素化さ

れる。

もうひとつの選択肢は，すべての農地所有者につい

て，所有位置は基本的に変更せずに，利用権での各経

営体（小規模農家も含めて）への連担化を調整するこ

との同意を得る方法である１）。このような方法は，所

有農地と異なる農地での耕作を要求されることとなる

小規模農家にとっては相対的に不利になることから，

その同意を得ることは一般的には容易ではないと推測

される。しかしながら，復興後の地域での農業の担い

手となる経営体の生産性の向上を通じて集落の農地全

体が適切に利用されることは，耕作放棄地の増大など

の地域への負の影響を回避する重要な要素となる。そ

して，その便益は小規模農家にも及ぶことを考える

と，耕作位置の変更を行ったとしても，Win-Win の

関係性を確保できる可能性はある（換言すれば，耕作

位置の変更に伴う心理的なものも含めての「不利」は，

それほど大きくない可能性がある。たとえば，集落位

置が変更になった場合，新集落周辺に小規模農家の利

用権を移動させることはそれほど困難ではない場合が

あるだろう）。もちろん，実際の「損得」はきわめて

個別具体の条件に依拠する実証的な問題であるが，そ

のような集合的な土地利用調整が，自ら，そして地域

全体にとって望ましいという認識が共有される可能性

はある。

要すれば，復興の段階では，「営農継続を希望する

農家は経営規模に係わらず営農を継続する。一方で，

誰が営農を行うとしても，連坦化は必要であり，所有

位置に関係なく連担化のみを基本的な利用権配分ルー

ルとする。そのようなアレンジのもとでは，所有権の

位置変更（換地）を行う必要はなく，農業生産性の観

点から圃場の区画などを決定すればよい」という手法

で対応しようとするものである。離農プレッシャーを

排除しても，一定の割合の農家が離農することが予想

されることから，このような方法によっても，被災前

の経営面積を減じられる農家は基本的には発生しない

可能性が高い（正確には，耕作不能となる農地の面積

にもよるが）。もともとの土地持ち非農家にとっても，

基本的には現位置を変更しない方が，将来に対する不

確実性のもとでは同意しやすいのではないだろうか。

このような包括的な同意が得られるなら，事業実施の

スピードを格段にはやめることが可能となるととも

に，地域コミュニティの棄損リスクも回避できる可能

性が高いと考える。

IV． 持続的な農村集落のあり方
―周辺都市との連携の必要性―

被災した農村集落の多くは被災前から人口減少の傾

向にあった。今回の復興の過程においても，一定の人

口減少がその傾向にさらに加わることが予想される。

過去の災害を受けた地域の事例を見ると，外形的には

集落の復興がなされた（たとえば，集落の移転によ

り，新たな土地に集落住居が再建された）場合におい

ても，一定の年月を経過した後激しい人口減少に見舞

われ，集落の持続性が根底から揺らがされるケースも

見られる（人口減少や高齢化の進展が激しい地域にお

ける集落などの復興に係る課題については，早い段階

から過去の震災復興の分析を通じて多方面において指

摘されている。たとえば，森田・飯間２），建設経済研

究所３）を参照）。

このような事態を想定した集落再建が構想されるこ

とが望ましい。その際，もっとも肝要なポイントは，

現在の現役世代がリタイアした後に，後継世代が集落

注２） 全国的には平成２３年９月末時点で，滋賀県の鴨川流域土地改良
区のみにとどまっているが，土地改良区が農地利用集積円滑化団体
となることは，今回の復興事業に係る土地利用調整を円滑に進める
うえで有効な手法の一つと考えられる。

注３） たとえば，滋賀県 S集落においては，集落農地面積（約９０ha）
の約８０％が６戸の担い手農家に集積していた。６戸の担い手農家
とその他の土地所有者の間での協議により，きわめて短期間で，６
戸の担い手農家へのほぼ完全な連坦化が可能となった。
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に居住できるような環境が確保されるか否かであろ

う。後継世代はもちろん，集落居住者の直接の「後継」

のみではなく，他地域からのUターンや Iターン者

も含む。後継世代が居住しない集落は，仮に外形的な

復興がなされても，結局最終的には集落として持続で

きなくなる。

農業者人口が確実に減少することを考えれば，ま

た，水田農業の場合，それを政策的にも推進しようと

していることを考えれば，復興集落の再建に当たって

は，短期的にも長期的にも非農家が居住するようなも

のを構想しなければならない。短期的には，被災前か

ら非農家であった，あるいは被災後に非農家に転じる

ことを決断した住民が，復興集落に引き続き居住を継

続するか否かが，長期的には，非農家の世代交代が行

われるか否かがポイントとなる。いずれも個人のライ

フスタイルなどに係る価値判断が大きく影響すること

から，政策的な誘導は困難だろう。しかしながら，そ

のような（農業には従事しないが農村には居住したい

という）ライフスタイルを選択したい者を支援する政

策はいくつか考えられる。ひとつには，農村部におい

て家屋を新築（再建）する資金がない居住者のための

公的住宅（市街地部とのバランスを考えるとそれは集

合住宅にせざるを得ないかもしれない）を建設するこ

とである。そのうえで，周辺の中核的な都市あるいは

市街地部との連携により，西郷４）の提唱する「ライフ

スタイルのブランド化」を図るのである。また，持続

的な農村集落の人口規模の観点注４）からも，複数の集

落による合同の集落再建構想も積極的に検討される必

要がある。その際に，それらの公的住宅が長期的には

「ライフスタイルのブランド化」につながるような構

造や空間配置となることが望ましい。

農村集落の歴史的な慣行などを考えれば，そのよう

な取組みは困難である，あるいは，それらの慣行など

を無視した計画はむしろ不適切であるとの考え方もあ

ろう。しかしながら，たとえば１０年後には衰退する

可能性の高い農村集落を「外形的に」復興することと，

持続的なコミュニティを復興することと，個人として

も地域としても，あるいは財政支援を行う公共機関と

してもいずれに重心を置くべきなのだろうか。集落を

再建しようとする住民・地域に対して後継世代への倫

理的責任を期待する，すなわち，持続性への配慮を求

めることと，被災地域を支援することは相反する事項

ではないはずである。

V． 圃場整備と集落再建の調和
―行政的調整の強化―

復興構想会議の提言や，県・市町村の復興計画にお

いて，農業の復興と農村集落の復興は，個別に取り扱

われているケースが多い。たとえば，荘林５）によれば，

多くの自治体の復興計画では，農業の復興と農村の復

興は一体的には取り扱われていない。このことは，生

産活動と生活コミュニティが分離している産業セク

ターにおいては特段の問題を発生させないが，両者の

一体性が強い農業セクターにおいては，いくつかの懸

念を発生させる。

もっとも直接的には，集落の再建が市町村により主

導されるのに対して，農地の復旧・復興は県あるいは

国によって行われることにより，農地の復旧・復興と

集落の再建に不整合が発生する懸念がある。すでにそ

のような行政アレンジメントで復興が進んでいる以

上，本報ではその是非を論じるものではなく（そのア

レンジ自体は，それぞれの事業の特性を考えると適切

と考えることも可能だろう），そのようなアレンジメ

ントを前提とした一体性確保の方策に議論の焦点を当

てる。

まず，両者に係る行政上の協議を実質的なものにす

るルールを明確に確立する必要がある注５）。そのうえ

で，上述のとおり，賃貸公的（共同）住宅を農村部に

建設することを，国，県の農政部局は市町村に対して

積極的に提案してはどうだろうか。農村集落にとどま

りたいという希望をもちながら，金銭上の理由により

市街地の賃貸住宅に移動しなければならない住民が多

発すると，農村の復興のみならず，それに依拠する農

地の復興（土地利用調整）を困難にする。農村におけ

る公的住宅はその問題を解決する一助となる可能性を

考えると，農業の復興を担う国・県が，農村の復興に

ついて積極的に市町村と意見交換を行うことが必要で

ある。そのことは，市町村主体の復興という復興理念

と矛盾するものではないはずである。

VI． 結びにかえて
―コモンズとしての土地利用調整―

コモンズとは，たとえばわが国における入会林地に

代表されるような，地域住民により共有され，かつ，

利用者の間での競合（誰かがそれを利用すれば，他者

がそれによる影響を受ける）が発生する財と定義され

ることが多い。その財の利用が利用者の利己主義に基

注４） 持続的な集落人口規模についてはさまざまな個別の地域的条件に
依拠するものであろう。

注５） 加えて，いくつかの市街地部で検討されている「まちづくり会
社」６）や「復興まちづくり組織」７）などの考え方を農村集落復興に適用
する可能性も検討されるべきだろう。
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づけば，その財は持続不能な水準まで収奪されて，結

果として利用者全員を不幸にする，それがいわゆる

「コモンズの悲劇」である。

コモンズの悲劇を回避するひとつの方法は，コモン

ズの利用権を各利用者に財産権として配分した上で

（すなわち，「共有」でない状態，「コモンズ」でない

状態，に転換する），その売買（市場取引）を可能と

するものである。これにより，過剰消費を回避しつ

つ，最も効率的な利用者に権利が移動することとな

る。

一方で，入会林地や近代水利施設が導入される以前

のため池などの「伝統的」なコモンズにおいては，コ

モンズを個別財産権に分割せずに利用者による自発的

なルールにより資源が適切に管理されていた事例も多

い。

わが国の農地そのものは，個別所有権のもとで管理

されており上記の定義でのコモンズには該当しない

が，土地利用調整についてコモンズの観点で解釈する

といくつかの興味深い観点が浮かび上がる。個別所有

権のもとで，その売買，あるいは貸借により農地の集

積が促進されてきた。そのような中で，連担化が順調

に進まないことに対して，このような市場的な取引に

付随させる形態のインセンティブ措置を講じてきた。

たとえば，連担化を前提とした農地の貸借に補助金を

支出したり，連担化を促進した場合に圃場整備の負担

金を下げるなどの政策である。一方で，農用地利用改

善団体に代表されるように，地域において自発的に利

用ルールを定めることに対する制度的な支援も行われ

てきた。連担化へのインセンティブ措置は，コモンズ

を所有権に分離して市場的取引を行う方式に対応して

おり，農用地利用改善団体などの方式は自発的ルール

による管理に擬似的に対応しているとみなすこともで

きるだろう。

本報では，復興の文脈では後者のアプローチがより

現実的であると考える立場に立って論じてきた。しか

しながら，事柄の本質はいずれが現実的かという方法

論上の優劣の問題だけではなく，農業・農村の復興は

個人の復興で完結しうるのか，あるいは地域コミュニ

ティの復興が合わせて達成されなければならないもの

なのか，という価値に関する判断にある。そして，後

者の価値に立脚する被災集落居住者が集合的な復興に

ついて構想することが農村集落の復興の前提にならな

ければならない。その構想は，世代を超えた長期的な

ものである必要がある。そのような長期的な構想が，

結果として復興集落の持続性を保証するものではない

かもしれない。しかしながら，長期的な構想を構築す

るかまえを持たずに，市街地に比べて小規模で，高齢

化・人口減少が進む農村集落が復興する可能性は小さ

い。

そのようなかまえに立った集落における土地利用調

整はどのようなものになるのだろうか。そのようなか

まえと，土地利用調整についてここで提案する自発的

なルール作りが直結すると考えるのは楽観に過ぎるの

かもしれない。しかしながら，通常の土地利用調整の

もとで，集落の現状維持をめざし，それによって農

村，あるいは農業の復興がなされると期待することは

現実的なのだろうか。集合的な土地利用調整が農村集

落と農業の持続的な復興に有効である可能性があるに

もかかわらず，平時の「現実性」に拘泥しその可能性

を検討の俎上に載せないとすれば，地域が復興の可能

性を自ら狭くするのではないか，その懸念が本報の根

底にある。
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